
平成22年５月７日 

（財）介護労働安定センター  

 

財団法人介護労働安定センター理事長候補の公募について 

 

 財団法人介護労働安定センターの役員（理事長候補）の公募を行います。 

 

１． 法人名  

特例民法法人 財団法人介護労働安定センター      

 

２． 公募する役員候補者の役職 

 理事長（常勤）選任予定 １名    

  

３. 就任予定日・任期 

   平成２２年７月１日 

（任期 ：２年 （平成２２年７月１日～平成２４年６月３０日）） 

 

４．職務内容     

   理事長（常勤）の職務内容の詳細、待遇等は職務内容書をご覧下さい。 

 

５．選考の視点 

   職務内容書において求める資格経験等を踏まえ、公募ポストの役員としての適格性を

有しているかどうかを総合的に判断します。 

 

６．選考方法 

    第一次、第二次の選考は、外部有識者３名による選考委員会が行います。 

  （１）第一次選考（書類選考）：履歴書、職務経歴書、応募動機・自己アピール書 

     第一次選考結果は、平成２２年６月上旬までに、その合否を応募者全員に連絡し

ます。 

  

  （２）第二次選考（面接選考）：個人面接 

    ・面接は６月中旬実施予定です。 

詳細は第一次選考合格者に対し個別にご連絡します。 

     ・第二次選考結果は、選考を受けた方全員にご連絡します。 

 

  （３）役員（理事長）への選任手続き 

第二次選考合格者は、評議員会における理事選任の候補者となります。評議員会

における審議の結果、理事に選任された場合は、理事会による互選の後、厚生労働



大臣の認可申請を経て、理事長に選任される予定です。 

 

７．応募方法    

  （１）公募期間 ：平成２２年５月７日（金）～平成２２年６月１日（火） 

 

  （２）応募資格経験等 ：職務内容書をご覧下さい。 

 

（３）第一次選考（書類選考）応募書類 

     下記の書類を期限までに郵送してください。 

① 履歴書：・JIS規格履歴書に最近３ヶ月以内の顔写真を貼付すること。 

    ・連絡がつきやすい電話番号・携帯電話番号及びＥメールアドレス

を記入のこと。 

② 職務経歴書：任意様式により、職務経歴をできるだけ詳細に記載すること。 

③ 応募動機・自己アピール書：A４版2000字以内 

 

  （４）提出期限 ：平成２２年６月１日（火）午後５時（必着） 

 

  （５）送付先 

 〒116-0002 東京都荒川区荒川７－５０－９センターまちや内 

     （財）介護労働安定センター 総務部 あて 

    （※ 応募書類は、一般書留により送付いただき、封筒表には「役員（理事長）応

募書類在中」と朱書きして下さい。） 

 

（６）応募に関する問合せ 

    財団法人介護労働安定センター総務部（担当：小林、山田） 

       電話番号：０３（５９０１）３０４１ 

 

８．その他 

  ・ 応募書類の返却はいたしません。 

・  応募に係る費用は、全額応募者負担とします。 

・ ご提出いただいた応募書類に記載されている個人情報は本公募のみに使用し、他の目

的で使用することはありません。    

 

 

 

 

 

 



職 務 内 容 書 

 

 特例民法法人 財団法人介護労働安定センター 理事長候補（常勤） 

 

【公募対象ポストのミッション、求められる人材のイメージ】 

  当財団は、「介護労働者等の雇用管理の改善等に関する法律」（以下「介護労働者法」と

いう。）に基づき、介護労働者の雇用及び福祉に関する情報及び資料の収集・提供と相談

その他の援助、また、介護労働者及び介護労働者になろうとする者に対する教育訓練の実

施、調査研究、さらには、介護労働者の福祉の増進を図るために必要な業務等を行ってい

る。 

  募集する理事長候補は、こうした当財団の運営全体の権限と責任を有し、職員を監督し、

効率的な団体経営を実施する必要がある。 

  このため、高いマネジメント能力のみならず、介護労働者等の雇用管理改善等に関する

深い知識や経験、民間企業や関係団体・機関との間の調整を的確に実施するとともに事業

の改革・改善・業務運営の効率化等に意欲をもって取り組むことができる人材を求めてい

る。 

 

 

 １．法人名  特例民法法人 財団法人介護労働安定センター 

 

２．法人の業務概要 

   （１）設立年月日：平成４年４月１日 

   （２）設立目的：介護関係業務に従事する労働者等について、雇用管理の改善、能力

の開発及び向上、労働力の需給調整に対する支援等を行うために必

要な事業を実施することにより、介護労働者の職業の安定その他福

祉の増進に資することを目的とする。 

（３）事業概要：介護労働者法に基づき、介護労働者の雇用及び福祉に関する情報及

び資料の収集・提供と相談その他の援助、また、介護労働者及び介

護労働者になろうとする者に対する教育訓練の実施、調査研究、さ

らには、介護労働者の福祉の増進を図るために必要な業務等の実施。 

   （４）賛助会員：法人会員２，２８７法人、個人会員３４２人（21年度末現在） 

   （５）組  織：本部（東京都荒川区）、支部（所）４７都道府県支部・支所 

   （６）役職員数：役員１３名（内 常勤1名） 

職員数約３１０名（平成２２年４月１日現在） 

 

 

 ３．任期  平成２２年７月１日～平成２４年６月３０日 

 



 ４．職務内容  

   業務運営の総責任者として、介護労働者法及び当財団の寄付行為に基づき、以下の事

業・運営方針を統括し、必要に応じて、事業の見直し等を関係者と総合的調整を図りな

がら行う。 

  （１）介護労働者の雇用及び福祉に関する情報及び資料の収集及び提供 

  （２）介護労働者に対して、その職業及び生活の安定を図る為に必要な援助 

  （３）介護労働者の雇用及び福祉に関する調査研究 

  （４）事業主その他の関係者に対して、介護労働者の福祉増進に関する相談その他の援

助 

（５）介護労働者等に対して、必要な知識及び技能を習得させるための教育訓練 

（６）介護労働者に係る求職情報の収集整理及び提供 

（７）介護労働者法第１８条第１項第１号の給付金の支給 

（８）その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

 

５．必要な資格・経験 

  （１）職務遂行にあたっては、①中立性・公平性、②専門性、③マネジメント能力・リ

ーダーシップ能力が求められる。 

    ・ 介護分野に関する基礎知識を有すること。 

    ・ 今後の公益法人改革の方向性に従い、当財団の経営・運営改革に積極的に取り

組む意欲を有しているとともに、法人の経営、会計、人事・労務管理に関する十

分な知識・経験を有していること。 

・ 相当程度の組織規模を有する民間企業、独立行政法人、国又は地方公共団体の

組織等において、役員・管理職（部課長以上）としてマネジメントを行った経

験を有し、全国に展開している介護労働安定センターの業務運営責任者として、

財団の統括・管理に係る業務を的確に実施することができる能力を有すること。 

    ・ 当財団は、高い公共性を有しており、中立性・公平性が不可欠であることから、

在任中は周囲の誤解を招くような利害関係者との接触を慎むことができるしっか

りとした倫理観を有する者であること。 

    ・ 法令遵守に基づいた的確な業務を実施するため、コンプライアンス業務など、

その経験を通じて法令解釈に精通していること。 

    ・ 当財団の業務について、必要な場合は、関係法令及び内部の各種規程に基づき

困難性の高い業務においても的確に業務を遂行できるよう、組織の責任者として

リーダーシップを発揮してきた経験を有すること。 

なお、多様な人材を登用する観点から、行政実務経験、行政機関との調整力につい

ては、国家公務員経験者が有利となるため、特に考慮しないこととしている。 

 

  （２）当財団の個々の業務内容の適正性を判断し得るだけの知識を有すること。 

 



 ６．欠格事項等 

   一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成18年法律第48号）第65条（役員

の資格等）に規定する者は役員となることができない。 

 

７．勤務条件 

 （１）勤務形態 ：常勤 

（２）任  期 ：２年 （平成２２年７月１日～平成２４年６月３０日） 

 （２）勤 務 地 ：当財団本部 

（東京都荒川区荒川7-50-9 センターまちや5F（502A号室）） 

  （３）勤務時間 ：役員であることから勤務時間、休暇の定めなし 

  （４）給与   ：役員報酬規程による 

           【参考：月額７１０，０００円、諸手当・賞与あり】 

  （５）福利厚生 ：健康保険、厚生年金、健康診断（年１回） 

（６）その他：当財団の規程等に定めるところによる。 

 

【参考】 

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成18年法律第48号）第65条（役員の資格等） 

（役員の資格等） 

第六十五条  次に掲げる者は、役員となることができない。  

一  法人  

二  成年被後見人若しくは被保佐人又は外国の法令上これらと同様に取り扱われている者  

三  この法律若しくは会社法（平成十七年法律第八十六号）の規定に違反し、又は民事再生法（平成十一年法

律第二百二十五号）第二百五十五条、第二百五十六条、第二百五十八条から第二百六十条まで若しくは第二

百六十二条の罪、外国倒産処理手続の承認援助に関する法律（平成十二年法律第百二十九号）第六十五条、

第六十六条、第六十八条若しくは第六十九条の罪、会社更生法（平成十四年法律第百五十四号）第二百六十

六条、第二百六十七条、第二百六十九条から第二百七十一条まで若しくは第二百七十三条の罪若しくは破産

法（平成十六年法律第七十五号）第二百六十五条、第二百六十六条、第二百六十八条から第二百七十二条ま

で若しくは第二百七十四条の罪を犯し、刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがなく

なった日から二年を経過しない者  

四  前号に規定する法律の規定以外の法令の規定に違反し、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるま

で又はその執行を受けることがなくなるまでの者（刑の執行猶予中の者を除く。）  

 


